
社会的責任をどう果たすのか?

当社は、事業活動のあらゆる場面で高い倫理観を持ち、
社会の一員としての責任を果たすことを経営の基盤と
考えています。このセクションでは、人権・コンプライ
アンス・サプライチェーンなどの領域で、当社がどのよ
うな取り組みを行っているのかを説明します。
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当社は、「ソフトバンク人権ポリシー」を定め、「世界人権宣言」、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」といった国際的な人権の原則に従い、また、ともに働く仲間の多様性を重視し、サービス・製品・
事業活動全てにおいて差別や人権侵害を禁止しています。さらに、サプライヤー・業務委託先・ビジネスパートナーに対しても、これらの原則に従い、人権を尊重し、侵害しないよう求めています。

推進体制

当社の人権推進活動は、取締役会の承認を受けた「ソフトバンク人権ポリシー」の考え方の下、
委員長に代表取締役 社長執行役員 兼 CEO、委員に事業・部署を統括する役員をメンバーとする
「人権委員会」を中心に行われています。当委員会は、2020年度以降毎年開催しており、人権
デューデリジェンスの管理、人権侵害のおそれのある事項の調査・対処および人権に関する研修
の企画・実施による人権意識の内部浸透などの日々の活動を通じ、当社の人権活動を推進してい
ます。なお、「人権委員会」の付議事項は、取締役会においても審議・報告しています。

人権デューデリジェンス

当社は、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に従い、当社の事業活動によって影響を受け
る全てのステークホルダーの人権を尊重するため、当社の事業活動により負の影響が生じるリスク
のある人権課題を明確にし、評価・特定する人権デューデリジェンスのプロセスを構築しています。

人権リスクのマッピング

当社の事業活動により負の影響が生じるリスクのある人権課題について、マッピングを行いま
した。以下項目を当社において優先的に対策すべき人権リスクと考え、これらリスクについては
人権デューデリジェンスのプロセスに基づき、顕在的に発生している、あるいは潜在的な人権へ
の影響を特定・評価しています。
実際に起こっている人権リスクに対しては、負の影響を取り除くなどの問題解決に取り組むと

ともに、必要に応じて被害者への適切な救済措置を実施します。また、潜在的なリスクについて
も低減のための適切な対策を実施します。
なお、マッピングは各リスク項目に対するさまざまな対策実施後に残存するリスク値を評価し

て行っています。また、マッピング項目については継続的に見直しを行っていく予定です。

ステークホルダーへの人権対応に関するコミットメント
•  ソフトバンク人権ポリシーの制定
•  ソフトバンク従業員に対するソフトバンク人権ポリシーの浸透
•  グループ会社、およびバリューチェーンに対するソフトバンク人権ポリシーの展開

コミットメント

人権リスクの特定、 および評価
•  人権リスクを特定するためのアセスメントの実施
•  事業上の人権リスクが想定される固有テーマに関する個別調査
•  人権リスクのマッピング

アセスメント

人権リスクの防止、および緩和の取り組み
•  人権リスク防止、 および緩和施策の実施
•  防止、緩和計画の策定およびその実施状況、効果のモニタリング
•  グループ会社を含めた従業員に対する人権啓発活動の実施

アクション

ステークホルダーへの報告・情報の公開
•  ステークホルダーとの対話、相談窓口の設置
•  ウェブサイト、サステナビリティレポートにおける情報の公開 
•  有識者とのダイアログ
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◆ パーソナルデータの管理
（個人情報含む）

● 基地局建設時の安全管理 
● 児童労働（海外の仕入れ先）
● 強制労働（海外の仕入れ先）
●△■ 技能実習制度の運用 
● 紛争鉱物
◆  事業活動に伴う環境破壊·
公害汚染等

◆  インターネット上の 
人権侵害

□ 過重労働 
□ AIの利用

□ パワーハラスメント
□△  カスタマーハラスメント

◆ 児童／高齢者への配慮 □■●△  結社の自由と 
団体交渉権

□ 障がい者差別
□ 外国人差別
□ LGBTQ

□ セクシャルハラスメント
□  妊娠·出産·育児休業に 
対するハラスメント

□ 女性への差別

影響を受けるステークホルダー
□ ソフトバンク従業員
■ グループ会社従業員
● サプライチェーン

△ フランチャイズ 
◆ 顧客／地域社会

発生可能性

影
響
度

大
　
↑

↓
　
小

小　← 　→　大

人権リスクマッピング

人権デューデリジェンスのプロセス
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人権への負の影響の特定および評価

当社は、人権デューデリジェンスの一環として、重要なセグメントに対して人権リスクを特定す
るためのアセスメントを2020年度から実施しています。2024年度のアセスメントにおける重要
テーマや対象としたセグメント、およびアセスメント結果は以下の通りです。

セグメント別実施事項

バリューチェーンに対する人権アセスメント
当社は、バリューチェーンに対する取り組みの一環として、2020年度以降、重要サプライヤー

ならびに主要な当社販路かつお客さまとの窓口であるソフトバンクショップ、ワイモバイルショッ
プを運営する販売代理店などに対して、人権への取り組みおよび人権侵害への加担の有無など
に関するセルフアセスメントを継続的に実施しています。本アセスメントにて人権リスクが確認さ
れた場合、その問題解決ならびに是正に向けた取り組みを行っています。また、今後も定期的に
実施し、継続的なモニタリングおよび改善提案を行い、さらなるリスク低減に努めていきます。

（注）詳細は「バリューチェーンに対する人権アセスメント結果」をご参照ください。

当社グループ会社に対する人権アセスメント
当社および国内外の子会社121社、関連会社22社に対して、人権に関するセルフアセスメント

を実施しました。2024年度は、従来の設問に加えてカスタマーハラスメントに関する項目を新た
に導入し、対応状況の把握と予防・啓発に取り組みました。アセスメントの結果、顕在的な人権侵
害は確認されませんでしたが、潜在的な人権リスクを確認した6社（うち、関連会社2社）につい
ては、単なる改善要請にとどまらず、リスクの緩和に向けたマニュアルや必要な調査票、各社従
業員向けの啓発コンテンツ等を提供し、具体的な支援を行いました。今後も継続的なモニタリン
グと改善提案を通じて、人権リスクの低減とグループ全体の人権意識の向上に努めていきます。

出資検討時の投資先への人権アセスメント
既存の事業活動の人権アセスメントに加え、新規事業を展開する際も人権尊重の観点から人権

アセスメントを実施しています。アセスメント項目は強制労働の禁止、差別の禁止、ハラスメント
の禁止、団結権の尊重、児童労働の禁止など人権に関する重要事項を網羅した内容になってお
り、アセスメントの通過が当社出資基準の一つとなっています。

（注）詳細は「出資検討時の投資先への人権アセスメント」をご参照ください。

当社従業員に対する人権アセスメント
人権デューデリジェンスの一環として、従業員との人事面談施策やアンケート調査を行い、問
題が見られた場合には直接的もしくは間接的な救済措置を講じています。

従業員との
人事面談／ 
座談会の実施

当社の人事部門では、従業員のコンディション把握のため、2015年度から2021年度にかけて
従業員との人事面談を行ってきました（累計26,100名）。その中で、人権に関するリスクが見ら
れた場合には速やかに関連部署と連携の上、改善対応に取り組みました。また、2022年度から
全国主要9事業所において人事総務本部の責任者と従業員による座談会を開催していることに
加えて、2024年度はより深い意見交換を図るため全国4事業所に絞り込んだ座談会を実施しま
した（参加者数計82名）。人事部門の責任者が従業員と直接対話することで、迅速な課題の改善
につながっています。今後も従業員との対話を大切にし、現場の実態把握と改善に努めます。

従業員への
人権アンケート
調査実施

当社では毎年、差別・ハラスメントを中心とした人権に関する従業員向けの研修や啓発コンテン
ツの配信を実施しています。また、全従業員に対して人権侵害が起きた場合の相談窓口を案内
し、人権侵害の未然防止に努めるとともに、人権侵害事案が発生した際は規定に基づき厳正に対
処しています。
さらに毎年、人権侵害有無の確認を目的とした全従業員向けのアンケート調査を実施しており、
2024年度は従業員24,600名に対して調査を行いました。その結果、職場での人権侵害への救
済を求めるような回答はありませんでした。
ただし、アンケート結果から人権リスクになり得る8つの課題（うち重点課題5つ）を特定したた
め、主管部署と協同しリスク低減のための施策を検討・実施しています。
なお、本調査の結果およびリスク低減策は従業員に公開されています。今後も継続的なアンケー
トの実施およびモニタリングを通じて、従業員の人権尊重を図っていきます。

（注）詳細は「従業員に対する人権アンケート項目」をご参照ください。

カスタマーハラスメントへの対応

当社は、お客さまとの関係を良好に保つとともに、当社または当社の委託先企業における従
業員などの就業環境を適正に保つことを目的として、「カスタマーハラスメントに関する当社の考
え方」を策定しました。厚生労働省のマニュアルを基に、カスタマーハラスメントに該当する行為
を定義するとともに、これに該当する行為があった場合の対応などをまとめています。
相談窓口の整備や、ショップやコールセンター向け対応マニュアルの展開など、カスタマーハ

ラスメントに対するさまざまな取り組みを実施しています。

（注）詳細は、当社ホームページ 「カスタマーハラスメントに関する当社の考え方」をご参照ください。

アセスメントにおける重要テーマ

1. 人権に対する基本姿勢と主な取り組み
2.  強制的な労働、人身取引および児童労働の禁止 
（人権侵害の加担の回避）

3. ハラスメント、差別の禁止
4. 労働時間の低減
5. 適切な賃金と手当
6. 従業員の結社の自由と団結権
7. 環境・地域社会、先住民の権利の尊重
（注）詳細は「人権に関するセルフアセスメント項目」をご参照ください。

対象としたセグメント

1. バリューチェーン
（1）重要サプライヤー
（2） ソフトバンクショップ、ワイモバイルショップを

運営する販売代理店
2.  当社グループ会社：自社事業（当社および子会
社）、ジョイントベンチャー（関連会社等）

3. 出資検討時の投資先
4. 当社従業員
（注）詳細は「アセスメント結果一覧」をご参照ください。
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ソフトバンクCCO（チーフ·コンプライアンス·オフィサー）

ソフトバンク コンプライアンス部門

ソフトバンク
各部門責任者

コンプライアンス推進者

ソフトバンク全従業員

子会社
CCO

コンプライアンス担当者

子会社全従業員

ホットライン
社内·社外

ソフトバンク・
子会社・サプライヤー

全従業員

ソフトバンク
全従業員

ホットライン
社外

ソフトバンク監査役

補佐

連携 連携

指示
報告·相談

報告·相談

報告·相談 報告·相談

報告·相談 報告·相談教育·点検 教育·点検

報告·相談
*役員案件のみ

報告·相談
*役員案件のみ

ホットライン体制図

当社は、コンプライアンスを「法令遵守はもとより、社会通念や道徳といった社会から求められるより高いレベルの倫理に従って行動すること」と捉えています。当社では役員・従業員、グループ会社
の一人一人が遵守すべき行動規範である「ソフトバンク行動規範」に基づき、日常業務の中で高い倫理観と責任感を持ったコンプライアンスの実現に取り組んでいます。また、行動規範の遵守について
は、管理職を含めた従業員の能力評価に組み込まれています。

コンプライアンス推進体制

当社の取締役会はコンプライアンスの最高責任者として「チーフ・コンプライアンス・オフィサー
（CCO：Chief Compliance Officer）」を選任し、CCOは法令や行動規範の遵守と違反の防止に
向け、コンプライアンス体制の確立・強化に必要な施策を立案・実施しています。CCOの職務の
遂行を補佐するコンプライアンス部門は、各本部に設置されたコンプライアンス本部責任者およ
びコンプライアンス推進者と連携し、各部門の日常業務における点検・教育などを通してコンプ
ライアンスの徹底を図っています。
コンプライアンス部門では、贈収賄および汚職を含めたコンプライアンス違反や行動規範に違
反する恐れのある行為に関して、定期的にCCOに報告しています。違反行為全般の管理状況と
対応方針に関する内容はCCOが責任を持って監督しています。また、それらの状況については
取締役会および監査役会にも定期的に報告しています。
また、ソフトバンクおよびその子会社・関連会社を含む、当社グループで働く全従業員（臨時従
業員を含む）を対象として「ソフトバンク行動規範」を周知し、日常業務における法令および企業
倫理の遵守を促しています。
行動規範とそれを遵守するための推進体制および違反に対する報告体制については、独立し

た第三者の検証を受けています。

ホットライン（内部通報制度）

当社は、事業活動における贈収賄および汚職全般を含めたコンプライアンス上のリスクを早期
に発見・改善または未然に防止するため、相談・通報ができる窓口「ホットライン」を、CCOの責
任の下に設けています。これは、当社およびその子会社の全役員・従業員ならびにサプライヤー
（フリーランス含む）などがコンプライアンス違反や違反する恐れのある行為を把握した際に、そ
れらを報告・相談できる窓口です。相談や通報に対してはコンプライアンス部門が受け付け、相
談・通報者の意向を確認の上、関係部門と協議し、対応方針を決定します。コンプライアンス部門
は事実確認を行うため、案件の関係者に対してヒアリングなどの適時適切な調査を行います。相
談・通報内容は秘密情報として取り扱われます。調査の結果、違反などの行為が明らかになった
場合には、速やかに是正措置を講じ、相談・通報者に対しては調査結果のフィードバックを適宜
行っています。いかなる場合においても、相談・通報者に対する報復を含む不利益な取り扱いを

内部通報規程で禁止しており、当該行為者は懲戒処分の対象となります。
「ホットライン」では、相談・通報者がアクセスしやすいよう、対面・電話・電子メール・郵送での
受け付けを行っており、匿名での相談・通報にも応じています。二つの相談窓口を設置し、社内
の相談窓口はコンプライアンス部門が対応、社外の相談窓口は社外弁護士が対応しています。相
談・通報者はどちらの相談窓口も利用することができます。なお、役員に係る事案については、
社外の相談窓口を通じ、経営幹部から独立した監査役に相談・通報が可能です。海外子会社向け
には、現地語で通報できるグローバルヘルプラインを設置しています。各「ホットライン」の利用
方法は、研修で説明・周知しています。
当社の行動規範には、法令遵守に関する内容と社内ルールの遂行に関する内容が反映されて
います。行動規範の中でも、コンプライアンス違反に該当する事案が生じた場合にはしかるべき
懲戒処分を適切に実施することになっています。

2024年度のホットラインへの通報を含めたコンプライアンス違反に関する相談・通報は255

件、うち、2025年3月末現在調査中の案件は28件でした。コンプライアンス違反が確定した案
件は35件*で、当社規定に則り行為者に対し必要な処分を実施しました。

* 違反内容内訳（不正営業：10 件、セキュリティ違反：5件、業務怠慢：0件、ハラスメント：10件、汚職・贈収賄：0件、その他：10件）
（注） コンプライアンス違反に関する相談・通報件数の推移は、当社ホームページ  「ESGデータ」をご参照ください。
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コンプライアンスの取り組み

各種研修
管理職向け研修・新人中途社員研修といった階層別研修や、テーマ別研修、および子会社の役員やコンプライアンス担当者向けの研修を
実施しています。そのほか、偽装請負、ハラスメント、贈収賄等、部門別のリスクに応じた研修、利益相反取引などの防止に関する研修も実
施しています。

コンプライアンス浸透月間

役員・従業員へのコンプライアンス意識の浸透を目的とした「コンプライアンス浸透月間」を毎年開催しています。この「コンプライアンス
浸透月間」では、コンプライアンスの知識・理解度を自己診断するため、全従業員を対象に、身近で具体的な事例をベースとした「コンプラ
イアンス・テスト」を実施しています。併せて、「ソフトバンク行動規範」を遵守する旨の確認書を年次で取得しています。
また、経営幹部向けに、当社の事業において特に注意すべきコンプライアンス上のテーマに関する研修を毎年実施しています。

腐敗防止の取り組み

当社は、「ソフトバンク行動規範」に政治および行政との適切な関係について規定し、腐敗につながるいかなる行為も禁止しています。当
社は各国の腐敗行為防止法の遵守を前提に、公正な取引に努めています。「Business Principles for Countering Bribery」（トランスペア
レンシー・インターナショナル発行）を参照し、当社グループの全ての役員および従業員に対し、あらゆる形態での贈賄の禁止を徹底して
います。引き続き、腐敗防止に対する取り組みを強化していきます。
また、当社は「公務員等との適正な関係の維持に関する規程」および「稟議規程」において、公務員等に対する接待・贈答などの利益提供に
関する申請と審査手続き、エージェントの起用に関する申請と審査手続き、政治献金・寄付金・スポンサーシップに係る社内手続き、それら
の記録の作成・保管、ファシリテーションペイメントの禁止等を定め、従業員が腐敗行為に直接・間接を問わず関与しないための仕組みを
整備運用しています。加えて、年に1度以上、腐敗防止の観点での定期的なモニタリングを行っています。
なお、これまでに腐敗行為に関する摘発事例はありません。
ビジネスパートナーおよびサプライヤーの各社さまには、  「サプライヤー倫理行動規範」において、いかなる形態の贈賄行為も行わないよ
う遵守をお願いしています。

（注） 詳細は  「ソフトバンク汚職贈収賄防止方針」をご参照ください。

責任ある政治的関与

政治や政策への関与について、当社の主要なステークホルダーのみならず、社会全体の利益となる政策の策定・推進に貢献するよう誠実
に向き合っていきたいと考えており、取締役会により承認された「ソフトバンク行動規範」の中で、政治および行政との適切な関係につい
て規定しています。
また、政党や政治家に対して中立の立場であることを重視し、公職選挙法、政治資金規正法、その他の政治関係の法令を遵守しています。
法律によって禁じられている政治家個人への献金や、特定の政治団体・政党への法律で許容された範囲を超える金額の寄付などは固く禁
止しています。
政治献金は取締役会の承認事項としており、法令の範囲内で実施した場合は、当社ホームページ 「コンプライアンス」上で適切な情報開示
を行っています。
2024年度の政治献金の実績はありません。

（注） 詳細は当社ホームページ  「ESGデータ」をご参照ください。

コンプライアンス
ハンドブックの展開

行動規範をより深く理解して正しい行動が実践できるように、法令や事例の解説などを記載した「コンプライアンスハンドブック」を社内の
イントラネット上に掲載し、従業員がいつでも活用できるようにしています。
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当社は、サプライヤーの皆さまとともに持続的に発展していくため、「購買基本方針」や「サプライヤー倫理行動規範」などの各種方針を定めています。これらに基づき、環境や人権、公正な取引と
いったサステナビリティの観点を重視した調達活動を推進し、社会から信頼されるサプライチェーンの構築を目指します。

基本方針

購買基本方針
サプライヤーとの公正で良好な取引関係を保つため、「購買基本方針」において、「公平な競
争機会の提供」、「合理的な取引先の選定」、「法令の遵守」、「機密情報の管理」、「相互信頼の醸
成」、「環境の保全」、「私的な関係の禁止」、「サステナビリティへの取り組み」の8項目を定めて
います。購買部門が行う全ての購買活動は、この基本方針に沿って行っています。

サプライヤー倫理行動規範
サプライヤーとともにサステナビリティに関わる課題に対処し、お客さまに安心で安全な製品

やサービスを提供し、社会から信頼される企業活動を行うために、「サプライヤー倫理行動規範」
を定め、サプライヤーに対して遵守をお願いしています。

環境行動指針・グリーン調達ガイドライン
当社は、事業を通して地球環境の維持・保全に積極的に取り組み、持続可能な社会の継続的発
展に貢献するための「環境行動指針」とともに、サプライヤーに対してはグリーン調達に関する
基本的な考え方を示す「グリーン調達ガイドライン」を定めています。
このガイドラインは、総務省主催の情報通信分野におけるエコロジー対応に関する研究会の提
言を受けて、ICT分野におけるエコロジーガイドライン協議会*1が策定した「 ICT分野におけるエ
コロジーガイドライン」の内容に沿ったものです。当ガイドラインを定めることで、CO2排出量削
減に寄与する製品調達の促進を目指しています。
サプライヤーからの自発的かつ積極的なご提案を高く評価し、ともに環境保全活動に取り組む

ことで、環境を重視した事業活動を行っていきます。

*1  地球温暖化防止対策に業界を挙げて、なお一層取り組むため、社団法人電気通信事業者協会、社団法人テレコムサービス協会、社団
法人日本インターネットプロバイダー協会、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会、特定非営利活動法人ASP・SaaSインダス
トリ・コンソーシアムの5団体が2009年6月26日に発足させた協議会

サプライチェーンの概要・選定基準

概要
当社のサプライチェーンは世界のさまざまな国や地域に広がっています。2024年度の地域

別サプライヤー支出比率は、日本53%、米州38%、アジア5%、欧州4%となっています。ま
た、カテゴリ別のサプライヤー支出比率は、端末37%、サービス・工事37%、設備（および保守）
18%、その他が8%です。

持続可能なサプライチェーン構築に向けた取り組みの全体像

サプライヤーの選定・評価サイクル
サプライヤーの選定において、品質・価格・納期・供給安定性・信頼性等の観点からサプライ

ヤーを評価し、最低基準を満たしたサプライヤーとの取引を行うとともに、サステナビリティの
観点を含めた継続的なサプライヤーリスクアセスメントを行っています。リスクアセスメントの一
環として、「サプライヤー倫理行動規範」の制定、サステナビリティ調達調査の実施、サプライヤー
評価および課題の抽出、サプライヤーへの視察および監査の実施などPDCAサイクルを構築し、
サプライチェーン上のリスクを低減しています。購買活動においては、サプライヤー選定基準や
サプライヤー調査の内容、監査基準や項目等がサプライヤー倫理行動規範に沿ったものとなる
よう定期的に見直しています。また、サプライヤーとの新規取引開始時に当たっては、購買規程
に則った評価・選定を行うとともに、当社のサプライヤー倫理行動規範を遵守することを盛り込
んだ取引基本契約書を締結し、取引を開始しています。さらに、当社が提供するサービスにおい
て使用するために調達する通信機器、IT機器ならびに通信インフラとして設置しているファシリ
ティ設備の一部の選定では、環境・社会・ガバナンスの側面にも一定のウェイトを適用し、サプラ
イヤー評価に含めています。

STEP 1
  サステナビリティ調達
調査の実施（年1回）
  調査結果分析、 
サプライチェーンに
おけるサステナビリ
ティリスクの特定

STEP 4
  年次のサステナビリ
ティ調達調査等を 
通じて、要改善項目 
の改善状況を 
モニタリング

STEP 2
  重要な調査項目 
（人権等）に関する 
追加ヒアリング
  必要に応じた 
現地監査の実施

STEP 3
  要改善項目に関する 
改善をサブライヤー 
とともに推進

STEP 0
  新規サブライヤー
に対する取引開始
時チェック
✓与信チェック
✓ 反社会的勢力 
チェック
✓ESGリスクチェック

取引開始時
チェック サステナビリティ

リスクの特定
改善状況の
モニタリング

サプライヤー
追加調査

改善活動の
推進

■ 日本
■ 米州
■ アジア
■ 欧州

53

37

37

38

5

18

84

地域別
サプライヤー
支出比率
（%）

カテゴリ別
支出比率
（%） ■ 端末

■ サービス・工事
■ 設備（および保守）
■ その他
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重要サプライヤー
当社のサプライヤーは世界に2,000社以上存在します。サプライチェーンマネジメントにおいて

は、取引量や代替可能性の観点に加え、環境・社会・ガバナンスの側面を考慮し、前年度の購入金額
の上位80%以上をカバーすることを目安に重要サプライヤーを定めています。これらの重要サプ
ライヤーに対しては、重点的かつ適切なサプライチェーンマネジメントを行っています。

（注）詳細は、当社ホームページ 「重要サプライヤー」をご参照ください。

持続可能なサプライチェーンの構築

サステナビリティ調達調査
当社は、サプライチェーンにおける潜在的な「サステナビリティリスク」を特定し、適切に対応する

ために重要サプライヤーに対するサステナビリティ調達調査を毎年実施しています。サプライヤー
がよりよいESGパフォーマンスを発揮するためには、他社の取り組み状況を把握することも重要と
考えており、調査結果を評価し、他社との比較を含めたフィードバックを実施しています。
また2024年度よりEcoVadis*2を導入し、他社との比較など優れた取り組みを参照できる環境

を整えています。リスクアセスメントの結果、サステナビリティ課題を含む不備事項や課題が発見さ
れたサプライヤーを特定し、改善を促すため是正措置計画の作成を依頼しています。監査等によ
り、最低限のESG要件を満たさないサプライヤーに対しては是正勧告をし、継続的な改善を促すと
ともに、重大な不適合事項に関しては、90日以内に是正に向けた改善策の提示が確認されなかった
場合、事業活動を考慮し、総合的に判断した結果、取引停止となることがあります。
調査実施概要および2024年度の調査結果については、当社ホームページ 「サステナビリティ調

達調査」をご参照ください。

*2 「環境」、「労働慣行と人権」、「倫理」、「持続可能な資材調達」の4つのパートで構成される、サステナビリティ評価サービス

責任ある鉱物調達
購買活動における社会的な責任を果たすため、サプライヤーと連携し、人権侵害を行う反政府勢

力の資金源となっている紛争鉱物が含まれる製品の不使用に向けた取り組みを推進しています。
具体的には、サプライヤー倫理行動規範において、コンゴ民主共和国およびその周辺諸国にお

いて、人権侵害を行う反政府勢力の資金源となっている紛争鉱物（タンタル、錫、タングステン、お
よび金）を使用しないことを定め、サプライヤーにもその遵守を求めています。

（注）詳細は、当社ホームページ 「責任ある鉱物調達」をご参照ください。

高度化に向けた取り組み

他社との協働
関連イニシアチブとしては、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）のサプライ

チェーン分科会に参加し、さまざまな業種の企業と協働しています。幅広い業界において持続可
能なサプライチェーンマネジメントが行われることを目指して、サプライチェーンにおける人権侵
害をはじめとした社会問題や環境問題に関する実務上の課題の共有や、それらの解決を支援する
ためのアウトプットの制作に取り組んでいます。また、NTT㈱、KDDI㈱とサステナブル調達に関す
る通信事業者間の連携を公表し、定期的な会合の実施や通信業界共通のSAQ*3を作成し、サステ
ナビリティに関するアンケートの標準化、取引先の負担軽減を図っています。

2024年度からは、第三者評価プラットフォームのEcoVadis*2と、3社（NTT㈱、KDDI㈱、ソフトバ
ンク）共通SAQ*3を導入し、取引先とのさらなるエンゲージメント強化に向けて取り組んでいます。

2024年度は、サステナビリティへの取り組みや考え方、自社のCO2排出量計測など、取引先に
実施してほしい取り組みを紹介したハンドブックを発行し、サプライチェーンのサステナビリティ向
上を目指して取引先の活動をサポートします。また3社共同で取引先への第三者監査を開始し、監
査結果について改善提案を行っています。

*3  2023年度に、NTT㈱、KDDI㈱および当社の3社で標準化したサステナビリティに関するアンケート。SAQは、環境、人権・労働、安
全衛生、公正取引・倫理、品質・安全性、情報セキュリティなどの項目を抽出し、業界を問わずバイヤーとサプライヤー間で共有でき
るよう構成されています。

サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出削減（スコープ3）
事業活動で使用する電力などで排出する温室効果ガス（スコープ1、2）に加えて、取引先などサ

プライチェーン全体で排出される温室効果ガス（スコープ3）も含めた事業活動に関係する全ての温
室効果ガスの排出量を、2050年度までに実質ゼロにする「ネットゼロ」の実現に取り組みます。
当社は、取引先などサプライチェーン全体で排出される温室効果ガス（スコープ3）が圧倒的に多

いことから、サプライチェーン全体で脱炭素化に取り組む必要があり、サプライヤーの皆さまとと
もに推進することが不可欠です。2023年度にネットゼロ推進に向け基本的な考え方を示す「サプ
ライチェーンにおける温室効果ガス排出量削減に関するガイドライン」を定めており、これに基づ
き、ネットゼロに向けた購買活動を進めていきます。

（注）詳細は「サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量削減に関するガイドライン」をご参照ください。

インターナルカーボンプライシング（社内炭素価格）
気候変動への対応を強力に推し進めるために、2024年度にインターナルカーボンプライシング

（ICP）制度を拡充しています。対象範囲をScope1、2とし、CO2排出量削減効果を得られる一部の
設備投資において、インプリシットプライス*4（18,000円／t-CO2）を設定し、より脱炭素化を推進
する設備導入を促進しています。

*4 自社の過去実績や同業他社価格のベンチマーク等に基づき設定された炭素価格
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